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宮城県サポートセンター支援事務所からのお知らせ

平成25年度　宮城県被災者支援従事者研修

宮城県サポートセンター支援事務所
〒980-0014 宮城県仙台市青葉区本町3-7-4 宮城県社会福祉会館 3 階
TEL 022-217-1617　 FAX 022-217-1601

 サポートセンター行脚
宮城県サポートセンター支援事務所　所長　鈴木守幸

震災から丸３年、長引く仮設住宅での暮らしから、

災害（復興）公営住宅への移転が少しずつ現実のもの

になってきました。仮設住宅から新たな土地の災害公

営住宅に転居する被災者にはさまざまな不安があり、

スムーズな転居への支援が求められます。その一方

で、被災者を受け入れる側の地域住民にも不安があり

ます。阪神・淡路大震災でも、復興公営住宅の建設に

反対運動が起きた地域があったと聞きます。

集団移転や災害公営住宅への移転を間近に控え、地

域として被災者をどう受け止め、どう支援していく

か？　同じ地域の住民として、ともに復興と地域福祉

の推進を図るために、今からどんな準備をしていけば

よいのでしょうか？

これからの地域の取り組みは、被災者の生活を左右

するだけではなく、地域のありよう、住民の生活、福

祉活動に影響することだといえます。被災者のことを

どう考えるか、また、震災以前から少子高齢化等によっ

て課題となっていた孤立や自立生活の困難な人への見

守りや支え合い活動をどう進めるか？　これら２つの

ことは、同じ地域に住む住民の共通する課題として取

り組むべきものであると考えます。

ある地区社協では、仮設住宅住民との継続的な懇談

会を開催し、またある地区社協ではみなし仮設住宅の

人たちとの交流を目指した「絆カフェ」や災害公営住

宅の受け入れについて学び合う「福祉セミナー」を行っ

ています。このような場や新旧住民の融合を目指す機

会が多くの地域でもたれることを願っています。

２０１４年２月１０日から１２日まで、宮城県や市町、市町社

協の皆さんと兵庫県へ視察・研修に行ってきました。災害公

営住宅への移行期における被災者支援について、阪神・淡路

大震災の実践報告をもとに、課題や教訓を共有するための研

修でした。

３０人の参加者は、熱心に兵庫県の人たちと話し合うことが

でき、手ごたえを感じたことでしょう。特に、震災後地域福

祉の視点で地域の再生に尽力してきた兵庫の実例は、まさし

く宮城に問われていることなので、市町社協職員には気合を

入れて内部への研修報告をお願いしたいと思います。

兵庫県の支援者とお会いして、関西人の魅力にはまりまし

た。ある社協所属の LSA のおばちゃん（この表現が最適 !?）

のお話は、まさに制度を超え、組織を逸脱し、思い立ったら

突き進む圧巻の迫力でした。こんな部下をもつと、マネジメ

ントの立場の人はストレスいっぱいでしょうが、「しようがな

い」という表情で苦笑いをしていたＳさん、「おばちゃん」の

マネジメントを行う上司としては最高でした。もちろん、ぶ

つかり合うことは日常でしょう。それでも、相互に信頼し合っ

ていることは伝わっていました。うらやましい限りでした。

担うべき役割を的確にすること、抱え込まず、ケンカもい

とわずつなげる努力、横串の連携を基本にした LSA の役割

を確認してきました。LSA の生きいきとした活動を担保する

マネジメント役は極めて重要です。

ふと、私にとってのマネジメント役は誰か？　と考えると、

やはり「奥さん」のようです。一見放し飼いにしているようで、

実はしっかりと手綱を調整して管理しているのです。私だけ

ではなく、周りの男たちはだいたいそのような状況にありま

す。決して私だけではありません。念のために申し添えてお

きます。

災害公営住宅などの被災者を
　　　　　　　　　受け入れる地域の取り組み

ひとりごと
宮城県サポートセンター支援事務所 

  　　　　アドバイザー　浜上 章

サポーターのあなたへ！

［プロフィール］鳥取県生まれ。兵庫県川西市、兵庫県と大阪府の社会福祉協議会
で地域福祉活動の推進や個別支援に携わる。気仙沼市社協災害ボランティアセン
ターの支援に関わったことが縁で、2012 年 4 月より宮城県サポートセンター支援
事務所アドバイザーとして、サポーターの研修等支援にあたっている。

【石巻会場】３月 24 日（月）25 日（火）石巻ささえあい総括センター

仮設住宅から災害公営住宅への移行期対策研修
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「月刊 地域支え合い情報」を年間購読しませんか？
お知り合いの方へのプレゼントにもご利用ください。

●購読会員　年3,600円（年12 回、送料込み）

●支援会員　１口 3,600円（年12 回、送料込み）
ご指定いただいた先へ、それぞれ年 12 回お送りします。指定がない
場合は、編集部が選定する被災都道府県・市町村の被災者の生活支援
担当課、または社会福祉協議会のほか、全国に避難する被災者を支援
する都道府県、市町村の被災者の生活支援課または社会福祉協議会に
送付いたします。

購読ご希望の方は下記口座へお振り込みください。編集部にて確認
次第、情報紙を発送いたします。

＜お振込先＞　●ゆうちょ銀行振替口座   
　　　　　　　口座番号：０２２６０－９－４６３０３
　　　　　　　加入者名：全国コミュニティライフサポートセンター

※通信欄に、「地域支え合い情報紙　購読費」と記入したうえで、
①お届け先の住所と②何号からの購読申込みか、支援会員の方は③
希望する送付先のあて名、または ④「指定なし」と記入してください。

 購読者を募集しています！

バックナンバーがホームページで読めます！
http://www.clc-japan.com/sasaeai_j/

編 集 後 記
石巻では「私も高校生だったら…」福島では「私も男だったら…」陸前高田では「私も陸前
高田に住んでいたら…」と、心が揺れ動かされてばかりの今回の取材。そのくらい、皆さん本
当に素敵な人・活動ばかりでした。同じ若者として、背中を押される気分に。若い人が地域を
想って活動する姿は、地域の活力にもつながるなぁと感じました。（菅原）

あ な た の 活 動 ・ 地 域 の 活 動 情 報 を お 寄 せ く だ さ い !

TEL 022-727-8730　FAX 022-727-8737
E-mail joho@clc-japan.com

備考　2014.3.11

P4　解像度不足　拡大 206％

月刊「地域支え合い情報」は、コミュニティ（地域づくり）か
ら震災・復興を考え、提案していくために生まれた情報紙です。
ぜひ忌憚のないご意見・ご感想を FAX またはメールにて編集
部までお聞かせください。

☆次号予告　特集「阪神・淡路大震災から学ぶ支援のカタチ」

読 者 の 声

18 号を読んで…
・はじめて地域支え合い情報を読みました。東北の皆さんの頑張っている姿
や現状が知れて、うれしく感じました。また、もっと知らなくてはいけな
いことがいっぱいある、ということも感じさせられました。（兵庫県・M さん）

被災地では、仮設住宅や借上げ民間賃貸住宅（みなし仮設
住宅）から災害公営住宅への転居が少しずつ始まり、新たな生
活における見守りやコミュニティづくりが課題となっている。
各自治体が頭を悩ますなか、宮城県山元町では、災害公営住
宅の入居者を対象にした懇談会を定期的に開いている。要援
護者の支援等は地域包括支援センターや民生委員など既存の
システムで支えながら、仮設住宅等からの転居による環境の
変化に対するフォローとして訪問活動を基本３か月間行い、
災害公営住宅入居後に生じた介護や心のケアの問題を関係機
関につなぐ体制を整えた。訪問活動を受託する町社会福祉協
議会やまもと復興応援センターでは、昨年から入居の始まっ
た新山下駅周辺地区の災害公営住宅に現在入居する 47 世帯に
足を運び、生活面や健康面の困りごと・要望を聞きとっている。
情報は町に随時報告するとともに、月１回開かれる町地域包
括支援センターやサポートセンターとの情報交換会で共有し、
次の支援に活かすしくみだ。

多くの人は、引っ越すまでの１～２か月間、永住できる災
害公営住宅に先に当選したことで周囲に気兼ねして暮らして
いる。そのため、入居直後は安心するが、一歩外に出れば人

影のあった仮設住宅とは違う環境に徐々に寂しくなり、体調
を崩す人も見られるという。また、町内ではもともと地区ご
とに異なる風習やルールがあるため、出身地区の異なる住民
が集まる災害公営住宅では戸惑いもみられる。「社協として相
談を受けるときもあり、今後も生活をフォローしていければ」
と、センター長であり町社協事務局長の岩佐秀広さんは話す。
新しい住宅地ゆえ「街灯がなくて暗い」という要望が寄せられ、
町の担当課が対応し設置された。

災害公営住宅への入居は自立と位置づけながらも、新たな
環境になじむまでバックアップしていく、という山元町の取
り組みは始まったばかりである。

暮らしを支える支援員

山元町社会福祉協議会　やまもと復興応援センター
（宮城県山元町）

小

災害公営住宅への
訪問活動

山元町社会福祉協議会　やまもと復興応援センター
〒989-2203　宮城県山元町浅生原字作田山32
TEL ＆ FAX 0223-35-6223
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